
高速道路点検による待ち時間を考慮した耐震化計画モデル* 

Optimal Seismic-Proof Reinforcement Planning,  

considering Inspection Time of Expressway Links* 

 

佐々木和寛**・奥村誠***・大窪和明**** 

By Kazuhiro SASAKI**・Makoto OKUMURA***・Kazuaki OKUBO**** 

 

 

１．はじめに 

 

大規模地震発生時には広域で同時多発的に発生する重

傷者をいかに早く病院へ搬送するかが重要である．筆者

らは，大規模地震発生直後の重傷者搬送中の死亡リスク

を最小化するような道路網と医療施設の耐震化を求める

混合整数線形計画モデルを提案し１），一県レベルの実

用的規模の問題を求解できることを確認した２）．さら

に，その枠組みを用いて，地震発生直後から高速道路の

通行を維持することが，一般道路や医療施設の耐震化費

用を節約する効果を持つことを示した３）． 

しかし，高速道路会社の実際の運用では、観測所での

計測震度が4.5度を上回ると，その観測所付近の高速道

路区間を一時通行止めにしている４）．その後，点検部

隊が通行止め区間を巡回し安全が確認された後に初めて

開放されることになるため，地震発生直後の搬送に高速

道路を利用できないのが現状である． 

例えばNEXCO東日本では，過去の大地震時に高速道路

が二次的な災害の拡大の防止に役立ったという経験を踏

まえて，支社ごとにできる限り早期に点検が実施できる

ように対応訓練などを行っている．しかしどの程度の時

間を目標に点検を行うべきなのか，それに伴う人員や資

源の追加的投入の意義があるのかという点について，定

量的な議論が行われているわけではない． 

高速道路の点検体制を強化すれば，通行止めの時間を

短縮できると考えられるが，この点検体制の計画と，道

路と医療施設の耐震化計画との関連性については，2つ

の異なる考え方を採ることができる．1つ目として，高

速道路の点検体制の計画は短期的な問題であり，まず長

期的な視点で耐震化計画を策定し，その結果を所与とし

て点検体制を計画するという考え方である．2つ目は，

高速道路の点検体制の計画は，それほど短期的な問題と

はいえないという考え方である．なぜなら，地震等の発

生時期が分からない以上，迅速に対応できる点検体制を

とることは，日常的に余裕を持った人員配置を行うこと

を意味しており，その人員を雇うべきか，あるいはETC

化等を促進して人員を減らすべきかといった長期的な高

速道路の運営計画に連動して，点検体制の概要が決まっ

てしまうためである． 

本研究ではこの後者の考え方を採用して，高速道路の

点検体制がより長期的な視点から所与とされている状況

の下での一般道路と医療施設の耐震化計画問題を考える．

つまり，高速道路の開放時間を外生的に与え，その時間

以降に高速道路が使用可能となるという制約を考慮した

耐震化計画問題を考える．この問題はミニマックス構造

を含む問題として表現できるため，前稿１）のモデルと

同様に，Churchら５）が提案した手法を用いることで，

混合整数線形計画問題として定式化できる．最後に簡単

な仮想ネットワークの計算例を用いて，本モデルの解の

特徴を述べる． 

 

２．重傷者搬送と施設耐震化の枠組み 

 

まず，本論文が対象とする耐震化問題の基本的な設

定と記号の定義を述べるが，本章の内容は筆者らの先行

研究１）３）と共通するものであることをご了承願いたい． 

 

（１）救急医療施設への重傷者搬送と道路ネットワーク 

対象地域において， A 個のノードと K 個の有向リ

ンクからなる道路ネットワークを考える．ノードのうち

I 個は居住地を代表するセントロイドであり，有向リ

ンクのうち 0K 本は一般道路とする．また，ノード

Aa に流入するリンクの集合を aM で，流出するリ

ンクの集合を aL で表す．一方，地域内には J 個の救急

医療施設が存在する． 

この地域では，1 種類の地震の発生が想定されており，

その発生によって各居住地 Ii で iP 人の重傷者が発

生するとともに，一般道路リンク 0Kk の一部が被災

して交通容量が低下すると想定されている．このときの

道路交通容量を kS ，リンク所要時間を kd で与える．リ
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ンク所要時間 kd は，OD 需要の増加による所要時間の増

加を考えない flow independent な設定を用いる．ただ

し，道路構造物や舗装の損傷，沿道建物の倒壊による車

線幅減尐等による所要時間の増加は外生値として与える

ことができる．また，橋梁の落下等が予想される場合に

は被災時の道路交通容量 kS が 0 であると設定すること

で途絶を表現できる． 

このような地震発生直後の状況下で，各居住地で発

生した重傷者を，通行可能な道路リンクを辿って近隣の

救急医療施設に運ぶ．しかし，救急医療施設 Jj も

地震の被害を受けており，重傷者を jQ 人しか受け入れ

ることができないとする． 

本研究では，耐震化の効果を重傷者搬送中の死亡リス

クで評価する．死亡リスクは発生する重傷者数とその重

傷者の搬送中の死亡確率の積で表され，その死亡確率の

目安として，カーラーの救命曲線と呼ばれる負傷から救

命行為を受けるまでの所要時間t に対する S 字カーブ状

の関数  tg が使われることが一般的である．ここでは，

数理的な取り扱いを容易にするためにこの関数を以下の

ような折れ線で近似し，各居住地から救急医療施設まで

の搬送所要時間の線形関数として扱う． 
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ただし，
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12 )(  ttg は定数である． 

死亡リスクの算出に必要な重傷者の搬送時間を求め

るため，交通流と救急医療施設の利用を1つのネットワ

ーク上で整合的に取り扱う必要がある．そこで，道路ネ

ットワークに救急医療の終了を意味する1つの仮想ノー

ド f と，それにつながる2種類の仮想リンクを付加する． 

1つは救急医療施設の利用を表す仮想リンクで，施設に

隣接する道路ノードから仮想ノード f に，施設到着後

医療行為が開始されるまでの時間を所要時間として持つ

リンクを設定する．もう1つは，各居住地で救命が期待

できる時間内 2tt  に輸送できない重傷者が存在する

ことを表現する救命可能時間超過リンクで，居住地i か

ら仮想ノード f に，所要時間 2tdi  のリンクを設定す

る．これらの仮想リンクを含めたリンク集合を，以下で

はK と表現する． 

 なお，負傷者の捜索・救出や救急車両の手配などのた

め，負傷発生から搬送開始までの所要時間を考慮する必

要がある場合には，各居住地から最寄りの道路ノードと

の間に仮想リンクを設定し所要時間を与えることによっ

て，同一のモデルの枠組みで計算することが可能である． 

  

（２）耐震化計画問題の枠組み 

本論文では，高速道路は高い基準の耐震性能を有し

ており，破壊しないものと考える．したがって耐震化は

一般道路リンクと救急医療施設に対して実施できると仮

定する．一般道路リンク 0Kk では橋梁や斜面の耐震

化には kc の費用を要するが，その実施により被災時の

交通容量を kS だけ増加させることができる．この一

般道路リンクの耐震化実施の有無を，0-1変数である

kZ で表現する．一方，救急医療施設 Jj の耐震化に

は je の費用を要するが，その実施により被災時の受け

入れ可能重傷者数を jQ だけ増加させることができる．

この救急医療施設の耐震化実施の有無を，0-1変数であ

る jY で表現する． 

我々が取り扱う耐震化計画問題は，耐震化のための

総費用が予算額B を超えないという制約のもとで，重

傷者搬送中の死亡リスクを最小化するように，耐震化す

べき一般道路リンクと救急医療施設の組み合わせを求め

るという問題となる． 

 

３．高速道路点検による待ち時間を考慮した耐震化計画

モデル 

 

（１）高速道路点検に関する想定 

高速道路はある程度の地震に対しては破壊しないよ

うな基準で設計されているが，舗装の損傷や付属物の落

下等の可能性もあるため，地震発生後に安全点検が行わ

れなければ，開放することはできない． 

そこで，高速道路の点検は区間ごとに行なわれ，完

了次第その区間に入るインターチェンジのオンランプ

Rr が開放されると仮定し，その開放までの時間が

外生的に rD で与えられている状況を想定して，2.で示

した耐震化計画問題を考える．ただし，各インターチェ

ンジの開放時間 rD の差は大きくなく，高速道路に一度

進入できれば，次の区間に進入する際にインターチェン

ジで再び点検終了まで待機することはないものとする． 

 

（２）高速道路利用時の待ち時間の表現 

インターチェンジ Rr におけるオンランプのリンク

も同じ記号 Rr で定義する．いま，前稿１）と同様に

居住地 Ii において発生した重傷者 iP の搬送におい

てリンク Kk を用いる人数を表わす変数 ikx を導入

すると，居住地 Ii の重傷者のうちインターチェンジ

Rr を経由する重傷者は irx で表される． 

彼らが一般道路を経由してインターチェンジに到達す

る時刻が当該インターの開放時間 rD よりも前であれば，

その差の時間だけ待機しなければならない．このとき，



インターチェンジまでの一般道路の所要時間は，操作変

数である一般道路リンクの耐震化 kZ の影響を受けるた

めに，あらかじめ定数として設定することができない．

そこで，居住地 Ii からインターチェンジ Rr へア

クセスする間に一般道路リンク 0Kk を使用する重傷

者数を irkv で定義し，この所要時間を内生化する必要が

ある． 

以上により，居住地 Ii からインターチェンジ

Rr まで到達した後，高速道路を利用するまでに必

要な延べ待ち時間を考慮した死亡リスクは，以下のよう

なミニマックス構造を含む式で表現することができる． 
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式(2)の第 1 項は道路リンクの所要時間とそのリンクを

使用する重傷者の積を足し合わせた総搬送時間であり，

第2項では，その搬送において高速道路を使用する際に

発生する延べ待ち時間を示している． 

ここで，Church ら５）が提案したミニマックス問題を

線形計画問題に変換する手法を用いると，式(2)は以下

の3式で書き換えることができる． 
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RrIi  ,  (4) 

0irE
 

RrIi  ,  (5) 

式(4)，(5)の右辺は，居住地 Ii で発生した重傷者

がインターチェンジ Rr へアクセスした際の延べ待

ち時間を表しており，
irE がその2 つを下回らないこと

を保証している．式(3)でこの
irE を最小化することに

よって，ミニマックス構造を含む目的関数を3つの線形

式として表現している． 

さらに，式(4)の右辺第 2 項は，居住地 Ii を始点

とし，インターチェンジ Rr を終点として
irx 人を最

適に一般道路リンクに割り当てる補助問題を解くことに

より計算できる．この補助問題の目的関数は式(6)のよ

うに書ける． 
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（３）待ち時間を考慮した耐震化計画問題の定式化 

以上により，本来の計画問題と補助問題の目的関数

の和を新しい目的関数と設定すると，高速道路点検によ

る待ち時間を考慮した耐震化計画問題は以下のような一

つの混合線形計画問題として定式化できる． 
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以上の定式化において，式(8)，(9)は一般道路リン

クの容量に関する制約，式(10)は救急医療施設の容量に

関する制約である．式(11)は複数の耐震化を行う際の予

算制約式である．式(12)と式(13)は，耐震化の決定はそ

れを行うか，行わないかという二者択一的な決定である

ことを示している． 

式(14)では，変数 ikx を居住地 Ii を起点とするリ

ンク iLk について合計することで居住地 Ii から

搬出される重傷者数を与え，この人数が居住地 Ii に

発生する重傷者数 iP を上回ることを保証している．す

なわち，居住地ごとにすべての重傷者が搬送計画の対象



となることを保証している．式(15)では，変数 ikx を救

急医療の終了ノード f を終点とするリンク fMk に

ついて合計することで救急医療を終えた居住地 Ii の

重傷者数を与え，この人数が居住地 Ii の重傷者数

iP を上回ることを保証している．つまり，式(15)は居

住地ごとに重傷者がいずれかの救急医療施設に搬送され

るという条件であるが，時間超過リンクを設けることに

より，救命可能時間 2t 内での搬送が不可能な重傷者が

存在することも認めている．以上の式(14)と(15)は等式

として定式化しても差し支えないが，ここでは線形計画

法パッケージへの入力の際に，より一般的な形である不

等式として表現している．もちろん最小化の結果，最適

解においては両者とも等号が成立する． 

式(16)はネットワーク上の交通流の保存条件であり，

式(17)は交通流の非負条件である． 

式(18)から式(21)は補助問題の交通流 irkv に関する制

約式である．式(18)は補助問題の交通流の居住地 Ii

から流出するリンクにおける合計値が，式(19)は，同じ

く補助問題の交通流の目的インターチェンジ Rr に

流入するリンクにおける合計値が，それぞれ上位の問題

において居住地 Ii を出発しインターチェンジ Rr

に到着する人数 irx を上回ることを保証している．これ

らの式も最適解では等号が成立する．式(20)はネットワ

ーク上の交通流の保存条件であり，式(21)は交通流の非

負条件となっている． 

 

４．小規模仮想ネットワークでの計算例 

 

（１）仮想ネットワークの設定 

本章では以上のモデルの特性と意義を説明するため

の仮想的な計算例を示す．以下では簡単化のために一部

非現実的な値を設定している．また，各居住地における

地震発生後搬送開始までの時間，および各医療施設到着

後医療行為開始までの時間も無視しており，得られた解

は現実的な意味を持っていない．具体的な地域に適用す

る際には，実証的な裏付けをもった数値の設定が必要で

あるが，モデルの本質的な構造は変化しない． 

a）計算対象ネットワークと救急医療施設 

図－１のような仮想の道路ネットワークを考える．

この道路ネットワークは，丸で表した 8 つの居住地

（ I ）のセントロイドと，四角で示した 7 つのインタ

ーチェンジをノードとして持ち，太線の矢印で示した高

速道路6区間と細線の矢印で示した一般道路9区間及び

これらを接続するオンランプ･オフランプ 7 区間を含む

22 区間の方向別のリンク（K ）を持っている．リンク

に付した数字は通常時の所要時間（分）である．灰色を

つけた 3 つの居住地にはそれぞれ救急医療施設（ J ）

があり，その横の斜体の数字が通常時の受け入れ能力を

表わしている．モデルの計算には，この道路ネットワー

クに対し，さらに1つの仮想ノードと3本の医療施設利

用の仮想リンク，8 本の時間超過仮想リンクを追加した，

16 個のノード（ A）と 55 本のリンク（K ）から成る

ネットワークを用いる． 

 

b）想定地震被害 

図－１で設定した地域では，代表的な地震が 1 つ想

定されており，それにより図－２に示すように全域で被

害が発生すると仮定する．各居住地では図－２のセント

ロイド内の下線付き数字に示す重傷者が発生する．さら

図－２ 地震被害想定 

100 

M 

K 

O 

T 

S 

N 

H 

I 

 

KI 

OI 

NI 

TI 

SI 

II 

MI 

20分 

35分 

800 

300 

150 

20分 

20分 

30分 
15分 

30分 

30分 

30分 

55分 

50分 

0分 

0分 

0分 

0分 

0分 

0分 

0分 

30分 

40分 

60分 

20分 

45分 

600 

20分 

20分 

30分 
15分 

30分 

45分 

45分 

40分 

40分 

100 

50 

50 

50 

50 

50 

50 

100 

150 

 

KI 

OI 

NI 

TI 

SI 

II 

MI 

60分 

図－１ 想定する仮想ネットワーク 

K 

O 

T 

S 

N 

M 

I 

H 

総重傷者数 

650人 



に，全ての救急医療施設の受け入れ能力が低下し，点線

で示した3つの一般道路区間が途絶して5つの一般道路

区間で所要時間が増加すると想定する．なお，図－２に

おいて救急医療施設の受け入れ容量や一般道路区間の所

要時間が変化した後の数値には下線を付して示している． 

 

c）耐震化オプションの設定 

一般道路の耐震化は，橋梁が存在し途絶が生じる可

能性がある3つの区間(HI，IO，MT)において実施可能で，

その耐震化により双方向とも通常時の所要時間で通行で

きるようになると仮定する．耐震化に必要な費用は HI

間 5億円，IO 間 5億円，MT間 5億円とする．また，救

急医療施設の耐震化はI市20 億円，K市 10 億円，S市

40 億円で実施でき，その結果，地震発生後にも通常時

と同じ容量の重傷者を受け入れできるようになると仮定

する． 

 

d）カーラー救命曲線の設定 

式(1)による死亡リスクの計算に当たり 01 t （分），

1252 t （分）， 008.0125/1 g と設定した．

ここでは搬送前に簡単な止血などの救急処置が行われる

ことを想定して，一般のカーラーの救命曲線の大量出血

時の値である 702 t  (分)より大きめの値を設定して

いる．現実的な適用の際には，疫学的な知見に基づき実

際的な値を設定することが必要である． 

 

（２）点検時間および耐震化予算と死亡リスクの関係 

開放時間D に外生的に異なる値を与えた上で，耐震

化予算B を0億円から90億円まで変化させた時の最適

耐震化戦略を計算した．開放時間及び耐震化予算と死亡

リスクの関係を図－３に示す． 

まず，図－３を縦方向に読んで，耐震化予算B を一

定とした時，開放時間短縮による死亡リスクの低減効果

を分析する．耐震化予算B が 10 億円の時，開放時間

D を 60 分(点ウ)から 30 分(点カ)まで短縮させること

により，死亡リスクを 30 人分だけ低減できる．耐震化

予算B が40 億円の時では，開放時間D が60 分(点キ)

から30分(点ク)まで短縮することで死亡リスクは12人

分だけ低減できる．したがって，確保できる耐震化予算

が尐ないときほど，開放時間短縮による死亡リスクの低

減効果は大きいと言える．これより，目標とする死亡リ

スクが低い方が高速道路の開放時間短縮による耐震化予

算削減効果は高いことがわかる． 

次に，図－３を横方向に読んで，死亡リスクを一定値

に抑える時，開放時間短縮による耐震化予算の削減効果

を分析する．死亡リスクを200人に抑えようとする時，

開放時間D が90分(点イ)の時は約8.1億円が必要とな

るが，開放時間D が60分(点ア)であれば，約1.8億円

で済む．このとき，開放時間D が30分短縮することは

約6.3億円の価値があると言える．また，死亡リスクを

150 人に抑えようとする時，開放時間D が 60 分(点オ)

の時は約 23.7 億円が必要となるが，開放時間D が 60

分(点エ)ならば，約 8.1 億円で済み，開放時間D が 30

分短縮することは約 15.6 億円の価値があると言える．

これより，目標とする死亡リスクが低い方が高速道路の

開放時間短縮による耐震化予算削減効果は高いことがわ

かる． 

 

（３）開放時間の短縮による最適耐震化戦略の変化 

同じ耐震化予算B において，開放時間D の短縮によ

る最適耐震化戦略の変化を分析する．具体的な計算結果

表－１ 耐震化予算及び開放時間と最適耐震化戦略 
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図－３ 開放時間及び耐震化予算と死亡リスク 



を確認したところ，まず，予算増加によって新たに採用

された耐震化政策が死亡リスクの改善効果につながって 

おらず，予算増加が無駄に使われるため，その解を最適

耐震化戦略とはみなすことができないケースがある．次

に，開放時間が異なっても最適耐震化戦略が変化しない

ため考察の必要性がない場合がある．さらに，耐震化予

算B が 20 億円の場合には，死亡リスクの改善に効果が

見られた開放時間のケースに限定すると，開放時間の変

化が耐震化戦略に影響を与えておらず，やはり考察の必

要性がないと判断された． 

以上のようなケースを除くと，結果的に開放時間の違

いが意味を持っていたのは耐震化予算B が 30 億円と

40 億円の場合であった．これらの予算における最適耐

震化戦略とそのときの死亡リスクの値を表－1 に示した．

同じ耐震化予算のもとで開放時間D が10分短縮された

後と比較して最適耐震化戦略が異なるケースが存在し，

それらには灰色を付けた． 

耐震化予算B が 30 億円のもとで開放時間D が 30 分

から20分へ短縮した時，一般道路区間HI，IOの代わり

にK市の救急医療施設が耐震化される．このときの最適

搬送パターンと最適耐震化戦略を図－４に示す．図中で

は重傷者を，居住地から救急医療施設までの搬送ルート

に沿う矢印で示した．さらに，耐震化が行なわれた施設

は太線を用いて表現し，そのうち，一般道路区間はその

区間を利用する重傷者数を，救急医療施設は増加した容

量を斜体数字で示した．O 市と H 市の重傷者は当初，耐

震化された一般道路を用いてK市とI市の救急医療施設

まで搬送されていた．これが，高速道路がより早く利用

できるようになると，O 市の重傷者が遠方のS 市の救急

医療施設に搬送されるようになり，一般道路区間 IO の

耐震化が不要になる．また，H 市の全重傷者を K 市の救

急医療施設へ搬送することで HI 間の耐震化も不要とな

るため，それらの予算をK市の救急医療施設の強化に転

用できるようになった．このように，高速道路の開放時

間の短縮によって一般道路の耐震化費用を救急医療施設

の耐震化費用に回すことが可能となり，死亡リスクを低

減できるケースが存在する． 

次に，耐震化予算B が 40 億円のもとで開放時間D

が80分から70分へ短縮されるケースを図－５に示す．

この時，一般道路区間 MT の耐震化が不要になる．これ

は，M 市から重傷者を S 市の救急医療施設に搬送する際，

一般道路を経由するよりもインターチェンジで高速道路

が開放されるのを待って搬送することで総搬送時間が短

縮されるためである． 

さらに，耐震化予算B が 40 億円のもとで開放時間

D が 20 分から 10 分へ短縮された時の結果を図－６に

示している．この時，一般道路区間 IO の代わりに一般

道路区間 HI の耐震化が行われる．O 市の重傷者を耐震

化された一般道路を用いてI市へ搬送するよりも，高速

道路を用いてK市へ搬送する方が搬送時間を短縮できる

ため，一般道路区間IOの耐震化が不要となる．一方，O

市からの重傷者搬送によってK市の救急医療施設はH市

の全重傷者を受け入れることができなくなるが一般道路

区間 IH の耐震化を行うことにより H 市の残りの重傷者

をI市の救急医療施設へ搬送することが可能となる．ま

た，T 市から S 市への重傷者の搬送が一般道路から高速
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図－４ 耐震化予算 B が 30 億円のもとでの開放時間 D が 30 分(左)と 20 分(右)の最適搬送 
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道路経由に置き換わっている．このように，高速道路の

開放時間短縮により，ある一般道路区間の耐震化費用を

他の一般道路区間に回すことができる場合もある． 

以上より，高速道路の開放時間の短縮によって，一

般道路区間の耐震化が不要となり，その費用を救急医療

施設の耐震化の費用に回したり削減したりできる可能性

があることが確かめられた． 

 

 

５．おわりに 

 

本論文では，高速道路の開放時間を外生的に与えた

上で，その時間以降に高速道路が使用可能となるという

制約を考慮した一般道路と医療施設の耐震化計画問題を

ミニマックス問題として定式化した．さらに，この問題

を前稿のモデル１）と同様，Church ら５）が提案したミニ
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マックス問題を線形計画問題として表現する手法を用い

ることで，混合整数線形計画問題として定式化できるこ

とを示した． 

さらに，小規模な仮想の計算例を用いて，高速道路

の開放時間に外生的に異なる値を与えた上で，耐震化予

算を変化させて最適耐震化戦略を計算した．開放時間お

よび耐震化予算と実現される死亡リスクの関係について

分析した結果，耐震化予算を一定とした時，高速道路の

開放時間の短縮よる死亡リスク低減効果は，確保できる

耐震化予算が尐ないとき程，大きいことが分かった．ま

た，同じ耐震化予算額のもとで高速道路の開放時間短縮

が最適耐震化政策に与える影響を分析した結果，高速道

路の開放時間の短縮により一般道路区間の耐震化が不要

になり，その費用を救急医療施設の耐震化に回したり削

減したりできる可能性があることを確認できた． 

以上の結果は，非現実的な仮定値における結果であ

り現実の問題にそのまま適用できる最適解を与えている

わけではないが，高速道路の開放時間と一般道路，医療

施設の耐震化計画が密接に関連しあっていることを示す

ものであり，本研究のような統合モデルによる検討の必

要性を物語っている． 

今後は，実問題のサイズのネットワークに対して現

実的なパラメータ値を設定して，本稿のモデルによる分

析を進め，高速道路の開放時間の短縮策の効果を定量的

に明らかにしていきたい．また，開放時間の短縮のため

の具体的な政策の内容とその実現可能性，コストに関す

る検討を進めていくことが重要である． 

最後に，本研究の実施に当たり，東北大学防災科学

研究グループ，Nexco 東日本東北支社との有用な意見交

換，発表会における電気通信大学長江剛志先生，熊本大

学円山琢也先生からの建設的なコメントに対して，深く

感謝を表する次第です． 
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高速道路点検による待ち時間を考慮した耐震化計画問題* 

佐々木和寛**・奥村誠***・大窪和明**** 

大規模地震発生時には広域で同時多発的に発生する重傷者を迅速に搬送し治療することが重要

となるが，高速道路は地震発生直後に道路点検の実施により通行止めになるため重傷者搬送に

利用できないのが現状である．そこで，本論文では，高速道路の点検体制を所与と仮定し，高

速道路の開放時間を外生的に与えた上で，その時間以降に高速道路が通行可能となるという制

約を考慮した一般道路と医療施設の耐震化計画問題を提案する．本稿のモデルを小規模なネッ

トワークに適用した結果，高速道路の開放時間の短縮により，一般道路の耐震化が不要にな

り，その費用を医療施設の耐震化に回したり削減したりできる可能性を確認できた． 

 

Optimal Seismic-Proof Reinforcement Planning,  

considering Inspection Time of Expressway Links* 

By Kazuhiro SASAKI**・Makoto OKUMURA***・Kazuaki OKUBO**** 

This paper discusses the effects of shortening inspection time of expressway to reinforcement planning of both medical 

facilities and ordinary road network. Therefore this paper proposes the advanced model adding the condition of traffic 

availability after the inspection time of expressway given exogenously to the reinforcement planning model proposed by 

the previous paper. Application of this model to a small network shows a possibility that shortening inspection time of 

expressway eliminates the need for ordinary road reinforcement, and further enables to transfer the budget to medical 

facility reinforcement. 
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